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地方衛生研究所の対人保健行政に果たす役割

土田 賢一 水嶋 春朔 曽田 研二

　地方衛生研究所は昭和23年の「地方衛生研究所設置に関する通達」によって公衆衛生行政の中

に位置づけられており「地方衛生研究所設置要綱（平成9年3月14日厚生事務次官通知）」には，

地方の衛生行政の科学的，技術的中核として，「調査研究」，「試験検査」，「研修指導」，「公衆衛

生情報の解析提供」の4本柱が規定されている。

　また，地域保健法に基づいて公示された「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」の中で，

地方衛生研究所は地域における科学的かつ技術的に中核となる機関として再構成し，その専門性

を活用した地域保健に関する総合的な調査および研究を行うと共に，当該地域の地域保健関係者

に対する研修を実施することが示されている。

　横浜市では平成9年度に衛生研究所の機能強化事業を行っており，特に調査研究機能，試験検

査機能，研修指導機能，公衆衛生情報の収集・解析・提供機能，および連携・コーディネイト機

能を拡充するとし，調査研究機能では専門性を活かした先駆的研究を充実し，また対象を対人保

健分野を含む地域保健へ拡大する方向を目指している。

　そこで本稿では横浜市衛生研究所における調査研究機能，地域診断，および感染症に関する調

査研究の観点から地域保健に関する総合的な調査および研究に関して論じた。判断のための根拠

となる事実の評価を重要視するEBPH（Evidence-based Public Health）の考え方に基づいた地域

保健の展開のためにも，地方衛生研究所における調査研究部門の機能強化が重要である。これら

を恒常的に可能とするためには，財政的な裏付けや人材の確保育成が欠かせない。今後，積極的

に取り組むべき課題であろう。
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